
私立学校手話教育推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則(昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第４条の規定に基づき、私立学校手話教育推進事業補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、手話教育を積極的に取り組む私立高等学校及び私立中学校（以下「私立高

等学校等」という。）に対して、将来手話を通じ活躍できる人材を育成することを目的として

交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的を達成するため、私立高等学校等が行う手話教育推進事業（以下「補

助事業」という。）に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第２欄に掲げる経費の額に４分の３を乗じて得た

額以下とする。 

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の

実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、原則として事業開始の３０日前までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１

号及び様式第２号によるものとする。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、交付申請を受けた日から起算して、原則として３０日を経過す

る日までの間に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、本補助金の増額または２割以上の減額

に係る変更以外の変更とする。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告は、次に掲げる日までに行わなければならない。 

 (1) 規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しく

は廃止の日から２０日を経過する日 

  (2) 規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０

  日 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、そ

れぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 

 

（雑則）  

第８条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、子ども

家庭部長が別に定める。 

 



附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月２６日から施行し、平成３１年度の補助金から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和元年７月５日から施行し、令和元年度（平成３１年度）の補助金から適用 

する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年７月２８日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

 

 

１ 補助事業 

 

２ 補 助 対 象 経 費 

 

私立学校手話教育推進事

業 

 

 

外部講師（謝金・旅費）、教員の外部研修受講費用 

 

 


